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公的保険外サービス・製品の成長のための取組 

○日本再興戦略に基づき、「次世代ヘルスケア産業協議会※」を昨年末に設置。（※座長：永井良三 
自治医科大学学長） 

○国民の健康増進、医療費の削減、新産業の創出の一石三鳥の実現に貢献する、セルフメディ
ケーションを推進する、「公的保険外サービス・製品」の成長のための課題を官民で検討。６月に
中間とりまとめを行う。 

○事業環境ＷＧ 
 （座長：武久洋三日本慢性期医療協会会長） 

  新たなサービス・製品の創出のための 

 事業環境の整備（グレーゾーン解消等） 

○健康投資ＷＧ 

 （座長：森晃爾産業医科大学教授） 

  企業、個人等の予防・疾病管理のた
めの健康投資の促進 

○品質評価ＷＧ 

 （座長：末松誠慶應義塾大学医学部長） 

  健康関連サービス・製品の品質の見
える化 

（協議会に設置した３ＷＧと検討課題） 

新産業 

事業環境
ＷＧ 

品質評価 

ＷＧ 
健康投資

ＷＧ 

グレーゾーン解消 
による新事業創出 

品質認証 需要創出 

保険者等から見て 
信頼できる健康 

サービスの明確化等 

保険者と企業と連携 
した保健事業における 
個人情報の扱い等 

医師の指導に 
基づく運動指導 
サービス等 

（３ＷＧの相乗効果による新産業創出サイクル） 
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グレーゾーンの解消と地域での新事業創出（事業環境ＷＧ） 

○産業競争力強化法において、個別案件の事業計画に即し、あらかじめ規制の適用の有無を確認
できるグレーゾーン解消制度を創設し、既に２件の新事業が実施可能であることを明確化。 

 

○また、公的領域である医療・介護分野との関係が深く、事業者のニーズが大きい事業類型につい
ては、事業環境ＷＧにおいて様々なニーズを抽出するとともに、厚生労働省と連携して、現時点で
法的に実施可能な領域を明確化した、新事業活動のガイドラインを３月末に策定。 

 

○さらに、事業環境ＷＧにおいて、既に立ち上がっている各地域のヘルスケア産業プラットフォーム
と連携し、これらの新事業創出のための取組みの地域展開を促すとともに、「医・農商工連携」や
地域の金融機関やユーザーである自治体事業との連携、地域人材の活用等を検討する。 

新事業創
出のため
のガイドラ

イン 

地域での 

新事業創出 

グレーゾー
ン解消制
度の個別

申請 

 医師の指導；助言に基づく、民間事業
者による運動指導サービス 

 自己採血による簡易検査サービス 
について、新事業が法的に実施可能なこ
とを明確化する（詳細別紙）とともに、更な
る申請に向けた相談を受付中。 

 既に明確化がなされた左記２つの事業
類型の他に、保険者と雇用主が連携し
た健康増進サービスなどの事業類型に
ついて、現時点で法的に実施可能な
ケースを明確化。 

 北海道ヘルスケアサービス創造研究会 
 新ヘルスケア産業フォーラム(中部) 
 九州ヘルスケア産業推進協議会 
 四国の医療介護周辺産業を考える会 
等の地域プラットフォームにおける新事業創
出 
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機密性○ 

事業名 ① 運動機能の維持など生活習慣病の予防のための運動指導 

申請事業者 フィットネスクラブを運営する企業 
事業所管 経済産業省 規制所管 厚生労働省 法令 医師法等 

【照会内容・結果】  
 ○医師の指導・助言を踏まえ、フィットネスクラブにおいて、その職員が運動に関する指導を行う場合、それが医師のみに認

められている「医行為」に該当するか否か等を照会。 
 ○照会の結果、医師からの指導・助言に従い、ストレッチやマシントレーニングの方法を教えること等の医学的判断及び技術

を伴わない範囲内の運動指導を行うことは、「医行為」に該当しないこと等が確認された。 
 

【意義】 
 ○医療と連携した信頼性の高い民間健康サービスを身近に利用できる環境を整備。 
 ○生活習慣病の予防を通じ、健康長寿社会の実現に資する。 

事業名 ② 血液の簡易検査とその結果に基づく健康関連情報の提供 

申請事業者 簡易血液検査サービスを行う中小企業 
事業所管 経済産業省 規制所管 厚生労働省 法令 医師法等 

【照会内容・結果】  
 ○利用者が自ら採血した血液について、簡易な検査を行い、利用者に対し、検査結果を通知する場合、利用者が自己採血

することや、事業者が血液検査の結果を通知すること等が、それぞれ、医師のみに認められている「医業」に該当するか否
か等を照会。 

 ○照会の結果、利用者が自己採血することは、「医業」に該当しないことが確認された。また、事業者が、検査結果の事実を
通知することに加え、より詳しい検診を受けるよう勧めること等も、「医業」に該当しないこと等が確認された。 

 

【意義】 
 ○自ら健康管理を行う機会を身近に提供。 
 ○病気の早期発見を通じ、健康長寿社会の実現に資する。  3 

（参考）グレーゾーンの解消により新事業が実施可能となった例 



企業・個人による健康投資の拡大（健康投資ＷＧ） 

○前向きな健康投資は、企業・個人に利益をもたらす。企業経営層が保険者と連携して効果的な取
組を進めることは、国民医療費の削減に貢献する。 

○企業が従業員の健康活動を経営問題として捉えてもらうために、経年的変化や同業他社との比
較可能なベンチマークを設定し、データヘルス計画における評価指標と連携を図る。また、企業経
営層への働きかけを積極的に実施。 

○また、このような取組みを進めるためには、従業員の健康増進に努力した企業が社会的に評価さ
れ、財政的にも報われるインセンティブ措置を整備することが重要。こうした取組みを通じて、企
業・個人の健康投資を拡大し、医療費の抑制につなげていく。 

健康投資 
（ヘルスケアサービ
スの購入・利用） 

 
 
 
 
 
 
 

想定される健康投資の効果 

健康行動の改善 

個人 

企業 

・健診受診率向上 
 
 
・食生活改善 
・運動量増加 
・飲酒/喫煙習慣改善等      

健康状態の改善 

・有所見率低下 
・ 健診数値改善率 
・メタボ率低下 等 
                   

・医療費削減 
・生産性向上（休職率低下） 
 
・企業イメージの向上 
・本業への裨益 
・外部資金調達の容易化等      

生産性・医療費等の改善 

保険者 

ベンチマークによる 
PDCA管理 

（ﾃﾞｰﾀﾍﾙｽ計画と連携） 

企業経営へ
の貢献 

安心して利用
可能なサービ
スへの投資 投資対効果の検証（26年度予算の活用を検討中） 

＜健康投資の効果の見える化＞ 
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消費者が安心して利用できる健康サービスの品質評価（品質評価ＷＧ） 

○まずは、市場規模が大きく、エビデンスや産業界からのニーズもある、健康運動サービスにおけ
る品質評価の仕組みを構築する。 

○具体的には、健康運動サービスについて、ユーザーから信頼される品質基準の枠組みを策定す
る。また、その枠組みを使って、実際に品質評価を行っていくためには、個別サービスの認証機関
の育成が不可欠。このため、品質基準の枠組みを活用して、学会・業界団体・大学等の第三者が
認証機関となり、具体的サービスの品質評価を２６年度予算を活用してモデル的に実証する方向
で検討中。 

○さらに、健康運動サービスに加えて、ユーザーである自治体や保険者等から見てニーズの大きい
分野について、関係省庁での検討状況とも連携しながら、品質評価の仕組みを拡充していく。 

インプット評価 アウトプット評価 アウトカム評価 

・施設・設備は安全
面で関連法令を遵守
しているか、サービス
に対する安全面での
配慮ができているか、
適切な指導を出来る
人材が十分いるか等 

・継続的に利
用できる
サービスか 
等 
 

・バイタルデー
タの改善度合
い（健康診断
結果等） 
 
 

サービス提供体制の
充足度等 

サービスの利用・消費により
得られる成果等 

＜健康運動サービスの品質評価基準の例＞ ＜健康運動サービスの品質評価体制の例＞ 

サービス
(提供者)

認証機関

サービス
(提供者)

サービス
(提供者)

内部委員会
又は

外部機関（学
会、業界団体、
大学等）
で策定

品質評価基準

第三者認証

第三者が事業者またはサービス等に対して、客観
的な立場から品質認証評価を行い、その結果に基
づき第三者機関が認証を与える方法
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